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」

　　

」

の表中

　 　

を

　 　

に改め、別表第
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「

」

を

「

」

に改め、別表第８の５

８の４の表中

「

」

を

「

」

に、
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８の６の表中

「

」

を

「

」

に、

の表中

「

」

を

「

」

に改め、別表第
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「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、
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の表中

「

」

を

「

」

に、

「 　　「

「

」

を

「

」

に改め、別表第８の７
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の表中

「 　

を

「 　

に、

　

」

を

　

」

に改め、別表第８の８
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」

を

　

」

に、

　　　　

」

　　　　

」
「 　　「
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「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に改める。

　別表第８の２の１の表中
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「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に改め、別表第８の２

の２の表中

「

」

を

「

」

に、
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の３の表中

「

」

を

「

」

に改め、別

表第８の２の４の表中
「

」
を
「

」
に、

「

」
を

「

」
に、

「

」

を

「

」

に改め、別表第８の２



号外　第37号　令和５年12月22日　金曜日　　　

51

京  都  府  公  報

表第８の２の６の表中

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に改め、別表第８の２

の５の表中

「

」

を

「

」

に改め、別



号外　第37号　令和５年12月22日　金曜日　　　

52

京  都  府  公  報

　

」

を

　

」

に改め、別表第８の

「

」

を

「

」

に改め、別表第８の２

の７の表中

「

」

を

「

」

に、

「 　　「
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「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に改める。

　　　附　則

（施行期日等）
１　この規則は、公布の日から施行し、この規則による

改正後の職員の給与、勤務時間等に関する規則（以下
「改正後の規則６―２」という。）別表第８、別表第

２の８の表中

「

」

を

「

」

に、
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において「改正前の規則６―２」という。）の規定に
よる号給に達しない職員の、当該適用又は当該異動の
日における号給については、改正後の規則６―２の規
定にかかわらず、改正前の規則６―２の規定による号
給とするものとする。
３　施行日から令和６年３月31日までの間において、新

たに給料表の適用を受けることとなった職員及び降
格、昇給、降号又は復職時等における号給の調整以外
の事由によりその受ける号給に異動のあった職員（個
別に人事委員会の承認を得て号給を決定することとさ
れている職員を除く。）のうち、前項の規定の適用を
受ける職員との均衡上必要があると認められる職員
の、当該適用又は当該異動の日における号給について
は、なお従前の例によることができる。

８の２及び次項の規定は令和５年４月１日から、改正
後の規則６―２第60条第８項の規定は令和５年６月１
日から適用する。

（経過措置）
２　令和５年４月１日からこの規則の施行の日（以下「施

行日」という。）の前日までの間において、新たに給
料表の適用を受けることとなった職員及び昇給、降号
又は復職時等における号給の調整（育児休業をした職
員の職務復帰後における号給の調整、自己啓発等休業
をした職員の職務復帰後における号給の調整及び配偶
者同行休業をした職員の職務復帰後における号給の調
整を含む。次項において同じ。）以外の事由によりそ
の受ける号給に異動のあった職員のうち、改正後の規
則６―２の規定による号給が、この規則による改正前
の職員の給与、勤務時間等に関する規則（以下この項

　職員の初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和５年12月22日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　坂　田　　　　均

京都府人事委員会規則106―820

職員の初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則

　職員の初任給調整手当に関する規則（京都府人事委員会規則６―18）の一部を次のように改正する。
　別表第１のその１を次のように改める。

　その１
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　別表第２のその１を次のように改める。

　その１
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　　　附　則

（施行期日等）
１　この規則は、公布の日から施行する。
２　この規則による改正後の職員の初任給調整手当に関する規則の規定及び次項の規定による改正後の職員の給与、勤

務時間等に関する規則等の一部を改正する規則（京都府人事委員会規則106―688）附則別表の規定は、令和５年４月
１日から適用する。

（人事委員会規則106―688の一部改正）
３　職員の給与、勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則（京都府人事委員会規則106―688）の一部を次のよ

うに改正する。
　　附則別表を次のように改める。
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　附則別表
　　


